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令和3年度介護報酬改定：各論⑤ （福祉用具貸与の在り方の見直し）

0 福祉用具貸与について、貸与に係る給付費に加え、毎月のケアプラン作成等のケアマネジメントにも給付費がかかることから、購入する
場合に比して多額の費用を要している。

0 また、予算執行調査において、福祉用具貸与のみを内容とするケアプランが約6%を占め、その内容として歩行補助杖等廉価な品目が約
7割を占めていることが確認されている。

0 そこで、歩行補助杖などの廉価な福祉用具については、保険給付による貸与から販売に変えることで毎月のケアプラン作成等のケアマネ
ジメントの費用を不要とすることが考えられる（なお、要介護認定を更新する際や、利用者が地域包括支援センタ ー等に相談する際など、
必要に応じて状態を把握・評価すること等が考えられる）。

〇 具体的には、軽度者も使うことを想定し、妻介護度に関係なく給付対象となっている品目（歩行補助杖、歩行器、手すり等）について、
貸与で1およく販売とすべき。販売後に保守点検があるとしても、販売業者がその費用を明確化させた上で、販売に伴う付帯サー ビスとして
位置付けて販売時に評価することとしてはどうか。

（注）日本と同様に、福祉用具の貸与・販売の仕組みがある韓国では、歩行補助杖・歩行器・手すりは、貸与でなく「販売」としている。

［
（例）歩行補助つえを3年間使用する場合(1割負担の者） ］ ◆ 福祉用具貸与のみのケアプランについて

販売価格：約1万円 レンタル価格：約1,500円／月 〇 ケアプランの内容を調査した2020年度予算執行調査によれば、

購入する場合 .. 自己負担：約10,000円 福祉用具貸早Dみを内容とするケアプランは全依D6.1%を占めてい
る。

福祉用具貸与 ... 

自己負担：約5,400円
（約150円X36月）

貸与に係る給付費：約48,600円
（約1,350円X36月）

ケアプラン作成等のケアマネジメントに
係る給付費：

〇 このうち、 1年間同じケアプランにおける具体的な品目の内訳は、
歩行補助杖・歩行器・手すり等の廉価な品目が約7 割を占める。

総計
福祉用具貸与のみの

ケアプラン

12.603 I 772 6.1% 図図
特殊寝台

約360,000円（約10,000円X36月） （付属品含む）

18.3% 

繕額：約414,000円

�

購入する場合と比ぺて約40万円以上の費用を要している
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介護職員処遇改善加算等の概要 
１ 経 緯 

時 期 内 容 

平成 21 年 10 月
介護報酬とは別に、職員１人当たり月額 15,000 円相当の「介護職員処遇改善交

付金」の創設（財源は全額国費） 

平成 24 年 4 月 
交付金による賃金改善の効果を継続する観点から、交付金を介護報酬に移行し

た「介護職員処遇改善加算（加算は３段階）」の創設 

平成 27 年 4 月 
資質向上の取組、雇用管理の改善、労働環境の整備を進める事業所を対象とし

て、職員１人当たり月額 12,000 円相当を上乗せした加算を拡充（加算が３段階か

ら４段階に） 

平成 29 年 4 月 
昇給と結びついた形でのキャリアアップの仕組みの構築を促すため、職員１人当た

り月額 10,000 円相当を上乗せした加算を拡充（加算が４段階から５段階に） 

令和元年 10 月 

経験・技能のある職員に重点化を図りながら、介護職員の更なる処遇改善を進め

るため「介護職員等特定処遇改善加算（加算は２段階）」の創設（他の介護職員な

どの処遇改善にこの収入を充てることができるよう柔軟な運用を認めることを前提

に、勤続 10 年以上の介護福祉士について重点配分） 

令 和 ３年 4 月 

「介護職員処遇改善加算」の下位区分の廃止（加算が５段階から３段階に） 

「介護職員等特定処遇改善加算」について、平均の賃金改善額の配分につい

て、「経験・技能のある介護職員」は「その他の介護職員」の「２倍以上とすること」と

するルールを、「より高くすること」とに見直し 

令 和 ４年 ２月 

「コロナ克服・新時代開拓のための経済対策」（令和３年 11 月 19 日閣議決定）に

基づき、介護職員を対象に、収入を３％程度（月額９,000 円）引き上げるための措

置を、令和４年２月から前倒しで実施。「介護職員処遇改善支援補助金」の創設 

令 和 ４年 １０月 

「コロナ克服・新時代開拓のための経済対策」を踏まえ、令和４年 10月以降につい

て臨時の報酬改定を行い、収入を３％程度（月額平均 9,000 円相当）引き上げる

ための措置。「介護職員処遇改善支援補助金」を廃止し、「介護職員等ベースアッ

プ等支援加算」を創設 

２ 賃金改善対象者 

加算種別 対 象 者 

処遇改善加算 介護職員 

特定処遇改善加算 
A 経験・技能のある介護職員（勤続 10 年以上の介護福祉士を基本） 

B 他の介護職員（経験・技能のある介護職員を除く介護職員） 

C その他の職種（介護職員以外の職員） 

介 護 職 員 

処遇改善支援補助金 

介護職員（事業所の判断により、他の職員の処遇改善にこの処遇改善の収入を

充てることができる） 

介護職員等ベースアップ等 

支 援 加 算 

介護職員（事業所の判断により、他の職員の処遇改善にこの処遇改善の収入を

充てることができる） 
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３ 加算算定の要件 

加算種別 加算算定の要件 

処遇改善加算 

① 【キャリアパス要件Ⅰ】職位・職責等に応じた任用要件と賃金体系の整備

② 【キャリアパス要件Ⅱ】資質向上のための計画策定及び研修の実施等

③ 【キャリアパス要件Ⅲ】経験・資格等に応じた昇給の仕組み等の整備

④ 【職場環境等要件（ＩＣＴ活用、介護機器導入等）】１以上の取組

特定処遇改善加算 

① 【介護福祉士等配置要件】サービス提供体制強化加算の（Ⅰ）又は（Ⅱ）の区分算定等 

② 【現行加算要件】処遇改善加算(Ⅰ)から(Ⅲ)までのいずれかの算定

③ 【職場環境等要件（ＩＣＴ活用、介護機器導入等）】区分ごとに１以上の取組

④ 【見える化要件】特定処遇改善加算に基づく取組をホームページ等で公表

介護職員処遇改善 

支 援 補 助 金 
処遇改善加算（Ⅰ）から（Ⅲ）までのいずれかの算定 

介 護 職 員 等 

ベースアップ等支援加算 
処遇改善加算（Ⅰ）から（Ⅲ）までのいずれかの算定 

４ 賃金改善（配分）方法 

加算種別 賃金改善（配分）方法 

処遇改善加算 介護職員の賃金（基本給、手当、賞与等）の改善 

特定処遇改善加算 

① 賃金（基本給、手当、賞与等）の改善

② A のうち１人以上は、賃金改善費用の平均額が月額８万円以上、又は改善後

の賃金が年額 440 万円以上

③ 賃金改善費用の平均額

A の賃金改善費用の平均額 ＞ B の賃金改善費用の平均額

B の賃金改善費用の平均額 ≧ C の賃金改善費用の平均額×２

介護職員処遇改善 

支 援 補 助 金 

賃上げ効果の継続に資するよう、加算額の 2/3 は介護職員等のベースアップ等

（※）に使用 

※ 「基本給」又は「決まって毎月支払われる手当」の引上げ

介 護 職 員 等 

ベースアップ等支援加算 

賃上げ効果の継続に資するよう、加算額の 2/3 は介護職員等のベースアップ等

（※）に使用 

※ 「基本給」又は「決まって毎月支払われる手当」の引上げ
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介護保険制度における主なサービス別人員配置基準 

１．特別養護老人ホーム 

職 種 配 置 基 準 

施設長（管理者） 
常勤で１ 
※社会福祉法第 19 条第１項各号のいずれかに該当する者、社会福祉事業に２年

以上従事した者又はこれと同等以上の能力を有すると認められる者

管理者 常勤・専従 

医師 必要な数 

生活相談員 
１００：１ うち１以上は常勤 
※社会福祉法第 19 条第 1 項各号のいずれかに該当する者又はこれと同等以上の

能力を有すると認められる者

介護職員・看護職員 

３：１ 

※看護職員の数

30 以下  1 以上 

30 超 50 以下 2以上 

50 超 130 以下  3 以上 

130 超 3＋（50を増すごとに 1） 
※ユニット型は、上記に加え、ユニットごとに常時１以上

栄養士 1以上 

機能訓練指導員 
1以上 
※理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッ

サージ指圧師の資格を有する者

介護支援専門員 常勤で 1以上（100：1を標準） 

夜勤職員 

＜従来型＞ 

25 以下   1 以上 

26 以上 60 以下 2 以上(見守り機器等導入の場合：1.6 以上) 

61 以上 80 以下  3 以上(見守り機器等導入の場合：2.4 以上) 

81 以上 100 以下  4 以上(見守り機器等導入の場合：3.2 以上) 

101 以上 4＋（25 を増すごとに 1） 

見守り機器等導入の場合： 

 3.2＋（25 を増すごとに 0.8) 
※ユニット型は、２ユニットごとに１以上

調理員、事務員その他の職員  適当数 
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２．短期入所生活介護 

職 種 配 置 基 準 

管理者 常勤・専従 

医師 １以上 

生活相談員 
１００：１ うち１以上は常勤 
※社会福祉法第 19 条第 1 項各号のいずれかに該当する者又はこれと同等以上の

能力を有すると認められる者

介護職員・看護職員 
３：１ 介護職員又は看護職員のうち１以上は常勤 

※ユニット型は、上記に加え、ユニットごとに常時１以上

栄養士 １以上 

機能訓練指導員 １以上 

夜勤職員 

＜従来型＞ 

25 以下  1 以上 

26 以上 60 以下 2 以上(見守り機器等導入の場合：1.6 以上) 

61 以上 80 以下  3 以上(見守り機器等導入の場合：2.4 以上) 

81 以上 100 以下  4 以上(見守り機器等導入の場合：3.2 以上) 

101 以上 4＋（25 を増すごとに 1） 

見守り機器等導入の場合： 

 3.2＋（25 を増すごとに 0.8) 
※ユニット型は、２ユニットごとに１以上

調理員、事務員その他の職員  適当数 

３．介護老人保健施設 

職 種 配 置 基 準 

管理者 医師又は指定都市の市長の承認を受けた者 

医師 １００：１ うち、１以上は常勤 

薬剤師 適当数 

介護職員・看護職員 
３：１ 
※看護職員の員数は総数の 7分 2程度を標準

※ユニット型は、上記に加え、ユニットごとに常時１以上

支援相談員 
1以上 
※100を超える場合は、常勤の 1名に加え、常勤換算方法で 100を越える部分を

100で除して得た数以上

理学療法士、作業療法

士又は言語聴覚士 
入所者の数を１００で除して得た数以上 

栄養士 
１以上 
※100以上の施設では常勤を 1以上

介護支援専門員 常勤で１以上（100：1を標準） 

夜勤職員 
２以上 
※40 以下であって、常時、緊急時の連絡体制を整備しているものであれば 1以上
※ユニット型は、２ユニットごとに１以上

調理員、事務員その他

の職員 
適当数 
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４．介護付有料老人ホーム 

職 種 配 置 基 準 

管理者 常勤・専従

生活相談員 １００：１ 

介護職員・看護職員 

３：１ 

＜看護職員の数＞ 

30 以下       1 以上 

30 超 80 以下  2 以上 

80 超 130 以下  3 以上 

130 超  3＋（50を増すごとに 1） 

機能訓練指導員 
１以上 
※理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッ

サージ指圧師の資格を有する者

計画作成担当者 専従で１以上（100：1を標準） 

夜勤職員 １以上 

５．認知症対応型共同生活介護 

職 種 配 置 基 準 

管理者 
常勤・専従
※厚生労働大臣が定める研修を修了した者

介護従業者 ユニットごとに３：１ うち１以上は常勤

計画作成担当者 １以上 
※厚生労働大臣が定める研修を修了した者

夜勤職員 ユニットごとに１以上

※同一階に３ユニットある場合で支障がない場合等は２以上
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川崎市健康福祉局高齢者事業推進課　資料

介護施設への対応状況

１　抗原検査キットの配布
(1)濃厚接触者となった介護従事者の待機期間短縮などのため
令和4年9月配布

(2)介護従事者の定期的な検査のため

２　衛生用品の配布
感染者が発生したため在庫不足が生じ、かつ調達困難な事業所に配布。
(令和3年度は事業所に対して不足状況調査を実施の上で配布した数を含む)

３　川崎市新型コロナウイルス感染症流行下における介護サービス事業所等の
サービス提供体制確保事業補助金
新型コロナウイルス感染者が発生又は濃厚接触者に対応した介護サービス事業所・施設等に、職員の感染等による
人員不足に伴う介護人材の確保費用（割増賃金・手当など）、衛生用品の購入費用等を補助する。

物品名 令和3年度 令和4年度 単位
サージカルマスク 846,650 12,600 枚
N-95 19,090 6,130 枚
消毒液 282 15 L（リットル）
手袋 1,594,675 52,050 双
ガウン 40,880 40,095 枚
フェイスシールド 10,170 5,821 枚
ゴーグル 773 239 個
シューズカバー 300 0 足
ヘッドキャップ 31,150 17,800 枚
アルコール綿 12,800 11,000 枚
クロス 2,280 2,500 枚
体温計 49 5 個
抗原検査キット 320 480 個

事業所 補助額(千円) 備考

令和3年度 92 67,442

令和4年度(4月～9月) 5 1,597
多くの申請が予想されることから12月補正
予算(案)717,865千円を提出。
当初予算74,024千円。計791,889千円

サービス種別 配布個数 合計
特別養護老人ホーム
介護老人保健施設
特定施設入居者生活介護
養護老人ホーム
軽費老人ホーム
介護療養型医療施設

50／事業所 9,900

認知症対応型共同生活介護
短期入所生活介護
小規模多機能型居宅介護
看護小規模多機能型居宅介護

25／事業所 5,125

15,025合計

サービス種別 配布個数 合計
11月末配布

99,275

12月末までに
配布予定

865,040

964,315合計

入所系
(特別養護老人ホームなど)
通所系
(通所介護など)
訪問系
(訪問介護など)

介護従事者
×3(回/週)
×12(週)

(単位：個）

（単位：個）
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40 64

27 3.3
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１ 本市の介護サービス種類別の負担割合 

調整交付金

3.22%

国庫負担金

20.00%

県負担分

12.50%

市負担分

12.50%

第２号

保険料

27.00%

第１号

保険料

24.78%

調整交付金

3.22%

国庫負担金

15.00%

県負担分

17.50%

市負担分

12.50%

第２号

保険料

27.00%

第１号

保険料

24.78%

調整交付金

3.22%
国庫負担金

20.00%

県負担分

12.50%

市負担分

12.50%

第２号

保険料

27.00%

第１号

保険料

24.78% 国庫負担金

38.50%

県負担分

19.25%

市負担分

19.25%

第１号

保険料

23.00%

居宅給付費 施設等給付費 

介護予防・日常生活支援総合事業費 包括的支援事業費・任意事業費 

18



介護保険サービスの見込量と保険料 第６章 

かわさきいきいき長寿プラン 

（７）第８期計画期間における所得段階別の保険料額

保険料 
段階 

対象者の所得基準 
負担割合 

（×基準額）
保険料額 
（年額） 

概ねの 
月額 

第１段階 
生活保護又は、中国残留邦人等支援給付を受けて
いる方、世帯全員が市町村民税非課税で、老齢福
祉年金受給の方 

0.3 22,730 円 1,894 円 

第２段階 
世帯全員が市町村民税非課税で、本人の課税年金
収入額と合計所得金額の合計が80万円以下の方 

0.3 22,730 円 1,894 円 

第３段階 
世帯全員が市町村民税非課税で、第１・２段階以
外の方で、本人の課税年金収入額と合計所得金額
の合計が120万円以下の方 

0.4 30,310 円 2,526 円 

第４段階 
世帯全員が市町村民税非課税で、第１・２・３段
階以外の方 

0.7 53,040 円 4,420 円 

第５段階 
本人は市町村民税非課税であるが、同じ世帯に市
町村民税課税者がいる方で、本人の課税年金収入
額と合計所得金額の合計が80万円以下の方 

0.9 68,200 円 5,683 円 

第６段階 
本人は市町村民税非課税であるが、同じ世帯に市
町村民税課税者がいる方で、第５段階以外の方 

基準額 75,780 円 6,315 円 

第７段階 
本人が市町村民税課税で、合計所得金額が125万
円未満の方 

1.15 87,140 円 7,262 円 

第８段階 
本人が市町村民税課税で、合計所得金額が125万
円以上200万円未満の方 

1.25 94,720 円 7,893 円 

第９段階 
本人が市町村民税課税で、合計所得金額が200万
円以上300万円未満の方 

1.5 113,670 円 9,473 円 

第10段階 
本人が市町村民税課税で、合計所得金額が300万
円以上350万円未満の方 

1.65 125,030 円 10,419 円 

第11段階 
本人が市町村民税課税で、合計所得金額が350万
円以上500万円未満の方 

1.75 132,610 円 11,051 円 

第12段階 
本人が市町村民税課税で、合計所得金額が500万
円以上700万円未満の方 

2.0 151,560 円 12,630 円 

第13段階 
本人が市町村民税課税で、合計所得金額が700万
円以上1,000万円未満の方 

2.2 166,710 円 13,893 円 

第14段階 
本人が市町村民税課税で、合計所得金額が1,000
万円以上1,500万円未満の方 

2.4 181,870 円 15,156 円 

第15段階 
本人が市町村民税課税で、合計所得金額が1,500
万円以上2,000万円未満の方 

2.6 197,020 円 16,418 円 

第16段階 
本人が市町村民税課税で、合計所得金額が2,000
万円以上の方 

2.8 212,180 円 17,682 円 

※保険料額は年額で決定するため、月額は目安であり、実際の徴収額とは異なります。

※第１段階から第４段階については、公費による負担割合の軽減が図られています。
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